
林務関係森林整備工事標準仕様書新旧対照表 

改正後 現行 備考 

目次 

第１章 総則 

第１節 総則 

目次 

第１章 総則 

第１節 総則 

 

第１０２条 用語の定義 

 １～２２ 略 

２３ 受理とは、契約図書に基づき、請負者、監督員が、相互に提出された書面を受け取り、内容を把握す

ることをいう。 

 ２４～４４ 略 

第１０２条 用語の定義 

 １～２２ 略 

 ２３ 受理とは、契約図書に基づき、請負者、監督員が、相互に差し出された書面を受け取り、内容を把握

することをいう。 

 ２４～４４ 略 

 

第１０３条～第１０５条 略 第１０３条～第１０５条 略  

第１０６条 施工計画書 

 １ 略 

 ２ 請負者は、施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければならない。 

この場合、請負者は、施工計画書に次の事項について記載しなければならない。また、監督員がその他

の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。ただし、請負者は当初請負代金額が 2,000

万円未満の工事においては設計図書に示す場合を除き、記載内容の一部を省略するものとする。省略する

項目は (5)、(8)、(9)とする。 

（１）実施工程表 

（２）安全管理 

（３）指定機械及び主要機械 

（４）施工方法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む） 

（５）施工管理計画 

（６）緊急時の体制及び対応 

（７）交通管理 

（８）環境対策 

（９）現場作業環境の整備 

（１０）再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 

（１１）法定休日・所定休日（週休二日の導入） 

（１２）その他 

３～５ 略 

第１０６条 施工計画書 

 １ 略 

 ２ 請負者は、施工計画書を遵守し工事の施工に当たらなければならない。 

この場合、請負者は、施工計画書に次の事項について記載しなければならない。また、監督員がその他

の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。ただし、請負者は当初請負代金額が 2,000

万円未満の工事においては設計図書に示す場合を除き、記載内容の一部を省略するものとする。省略する

項目は (5)、(8)、(9)とする。 

（１）実施工程表 

（２）安全管理 

（３）指定機械及び主要機械 

（４）施工方法（主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む） 

（５）施工管理計画 

（６）緊急時の体制及び対応 

（７）交通管理 

（８）環境対策 

（９）現場作業環境の整備 

（１０）再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 

（１１）その他 

 

３～５ 略 

 

第１０７条～第１２４条 略 第１０７条～第１２４条 略  

第１２５条 施工管理 

 １ 略 

 ２ 請負者は、施工に先立ち工事現場又はその周辺の一般通行人等が見易い場所に、工事目的、工期、発注

者名及び施工者名を記載した標示板を設置し、工事完成後は速やかに標示板を撤去しなければならない。 

 ３～９ 略 

第１２５条 施工管理 

 １ 略 

 ２ 請負者は、施工に先立ち工事現場又はその周辺の一般通行人等が見易い場所に、工事名、工期、発注者

名及び請負者名を記載した標示板を設置し、工事完成後は速やかに標示板を撤去しなければならない。 

３～９ 略 

 

第１２６条～１２７条 略 第１２６条～１２７条 略  

第１２８条 工事中の安全確保 

１ 請負者は、「土木工事安全施工技術指針」（国土交通大臣官房技術審議官通達、令和５年３月）、

第１２８条 工事中の安全確保 

１ 請負者は、「土木工事安全施工技術指針」（国土交通大臣官房技術審議官通達、令和４年２月）、
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「森林土木工事安全施工技術指針」（林野庁森林整備部長通達、平成１５年３月２７日）及び「建設機

械施工安全技術指針」（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画課長通

達平成１７年３月３１日）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らな

ければならない。ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を超えて請負者を拘束するものではな

い。 

２～２９ 略 

「森林土木工事安全施工技術指針」（林野庁森林整備部長通達、平成１５年３月２７日）及び「建設機

械施工安全技術指針」（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画課長通

達平成１７年３月３１日）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らな

ければならない。ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を超えて請負者を拘束するものではな

い。 

  ２～２９ 略 

第１２９条～第１３３条 略 第１２９条～第１３３条 略  

第１３４条 交通安全管理 

 １～３ 略 

 ４ 請負者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監督員、道路管理

者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」（内閣府・

国土交通省令第１号、令和５年３月改正）、「道路工事現場における標示施設等の設置基準」（建設省道

路局長通知、昭和３７年８月３０日）、「道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正につい

て」（国土交通省道路局長通知、平成１８年３月３１日）及び「道路工事保安設備設置基準」（愛知県建

設部、平成３０年３月）に基づき安全対策を講じなければならない。 

 ５～１５ 略 

第１３４条 交通安全管理 

 １～３ 略 

 ４ 請負者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監督員、道路管理

者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」（内閣府・

国土交通省令第２号、令和３年６月改正）、「道路工事現場における標示施設等の設置基準」（建設省道

路局長通知、昭和３７年８月３０日）、「道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正につい

て」（国土交通省道路局長通知、平成１８年３月３１日）及び「道路工事保安設備設置基準」（愛知県建

設部、平成３０年３月）に基づき安全対策を講じなければならない。 

 ５～１５ 略 

 

第１３５条～第１３９条 略 第１３５条～第１３９条 略  

第１４０条 提出書類 

１ 請負者は、契約書に定めるもののほか、所定の様式（参考資料）により次の各号の書類のうち該当のも

のを、監督員に提出しなければならない。 

（１）施工計画書 

（２）実施工程表 

（３）材料関係書類 

（４）段階確認書・施工状況把握報告書 

（５）品質管理図書 

（６）出来形管理図書 

（７）工事写真 

（８）施工体系図 

（９）安全確保に関する書類等（検査時に提示のみで可） 

（１０）その他、設計図書で提出することとした書類(各種資料（工事打合せ簿）、台帳等) 

２～３ 略 

第１０６条 施工計画書 

１ 請負者は、契約書に定めるもののほか、所定の様式（参考資料）により次の各号の書類のうち該当のもの

を、監督員に提出しなければならない。 

（１）施工計画書 

（２）材料関係書類 

（３）段階確認書・施工状況把握報告書 

（４）品質管理図書 

（５）出来形管理図書 

（６）工事写真 

（７）施工体系図 

（８）安全確保に関する書類等（検査時に提示のみで可） 

（９）その他、設計図書で提出することとした書類(各種資料（工事打合せ簿）、台帳等)１略 

 

２～３ 略 

 

第１４１条～第１４２条 略 第１４１条～第１４２条 略  

第１４３条 保険の付保及び事故の補償 

１ 請負者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び中小企業退職金共済法の規定により、

雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

２ 請負者は、法定外の労災保険に付さなければならない。 

３ 請負者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して責任をもって適

正な補償をしなければならない。 

第１４３条 保険の付保及び事故の補償 

１ 請負者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び中小企業退職金共済法の規定により、

雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

【新規】 

２ 請負者は、雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対して責任をもって適

正な補償をしなければならない。 

 



林務関係森林整備工事標準仕様書新旧対照表 

改正後 現行 備考 

４ 請負者は、中小企業退職金共済制度に加入している場合は、独立行政法人勤労者退職金共済機構発行の

「加入証明書」及び「掛金納付状況票及び退職金資産票」の写しを発注者に提出するとともに適切に管理

しなくてはならない。また、監督員からの請求があった場合は提示しなくてはならない。 

５ 請負者は、林業退職金共済制度に加入している場合は、対象労働者数及びその就労予定日数を把握し、

共済証紙を必要な枚数を購入し、掛金収納書を工事請負締結後原則１カ月以内に、発注者に提出しなけれ

ばならない。 

ただし、愛知県発注の他の工事において購入した共済証紙の残数が明らかな場合はその使用を認めるも

のとする。 

６ 請負者は、建設業退職金共済制度に加入している場合は、工事標準仕様書第１４５条第５項を準用す

る。 

３ 請負者は、中小企業退職金共済制度に加入している場合は、独立行政法人勤労者退職金共済機構発行の

「加入証明書」及び「掛金納付状況票及び退職金資産票」の写しを発注者に提出するとともに適切に管理

しなくてはならない。また、監督員からの請求があった場合は提示しなくてはならない。 

４ 請負者は、林業退職金共済制度に加入している場合は、対象労働者数及びその就労予定日数を把握し、

共済証紙を必要な枚数を購入し、掛金収納書を工事請負締結後原則１カ月以内に、発注者に提出しなけれ

ばならない。 

ただし、愛知県発注の他の工事において購入した共済証紙の残数が明らかな場合はその使用を認めるも

のとする。 

５ 請負者は、建設業退職金共済制度に加入している場合は、工事標準仕様書第１４５条第５項を準用す

る。 

第１４４条～第１４９条 略 第１４４条～第１４９条 略  

第２章～第７章 略   

 


